
� はじめに

近年､ 企業を理解するフレームワークとして社会ネットワーク分析が注目

を集めている｡ これは､ 従来､ 市場において独立して振る舞う存在として捉

えられていた企業を､ 他者との社会的､ 経済的関係のネットワークの一員と

して理解することを目的とするものである｡ 実際､ 社会ネットワーク分析へ

の関心の高さは､ 経営学研究における社会ネットワーク分析の指数関数的な

増加 (Borgatti and Foster, 2003) に表れている｡ また個々の論文レベルに加

え､ 学術誌レベルでも､ 2000年の Strategic Management Journal (Gulati, et al.,

2000) や､ 2004年の Academy of Management Journal (Brass et al., 2004) を

始め､ 経営学の諸学術誌が近年､ 社会ネットワーク分析の特集号を組んでい

る｡

社会ネットワーク分析とは､ ある特定の社会的関係に基づいたリンクでつ

ないだ人間や組織を表すノードの集合である社会ネットワークの様相や､ そ

の組織パフォーマンスへの影響等をネットワークの観点から分析する手法で

ある｡ 社会的関係の例として､ 交友関係や､ 取引関係､ あるいは各種団体へ

の所属が挙げられる｡ 社会ネットワークは､ 個人間､ 組織間の単なるつなが

りなのではない｡ 例えば､ 組織が属しているネットワークの性質や特徴､ あ

るいはネットワーク内で組織が占めている位置により､ それら組織の行動や
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パフォーマンスが変わってくるものである (Gulati, 1998)｡ このことを指し

て Walker et al. (1997) は､ 社会ネットワークの役割として､ ネットワーク

の構成員へのネットワーク・キャピタル (Gulati, 1999) ソーシャル・

キャピタルのようなもの の提供であると指摘している｡

個々の組織を取り巻くネットワークは互いに異なっている｡ それゆえ個々

の組織が有するネットワーク・キャピタルを模倣することは難しい｡ 模倣の

困難なネットワーク・キャピタルが､ 組織のパフォーマンスに影響を与える

のなら､ 逆に個々の組織はより良いネットワーク・キャピタルへのアクセス

を確保するために､ ネットワーク内でより有利な位置に自らを置こうとする

であろう｡ そしてそのような個々の組織の行動の集積として､ ネットワーク

は全体として自己組織化していく｡ 例えば Kogut (2000) は､ 個々の産業に

おけるネットワーク構造は､ 社会的な規範や企業行動を規定する制度的要因

に加え､ 産業技術の特性によって決定されることを指摘している｡ この指摘

は､ 規模の経済性やネットワーク外部性につながるような技術が中核である

産業は大企業中心の産業になるということを示唆している｡

Kogutの指摘は､ 産業間でイノベーションの様相が異なっているといる概

念､ セクトラル・イノベーション・システムに通じるものである｡ すなわち､

各産業のネットワークはセクトラル・イノベーション・システムの影響を受

け､ 互いに異なるネットワーク構造を有している可能性があるのである｡ 本

論文は､ その可能性の検証を目的とした探索的研究の報告である｡ 具体的に

は､ ４つの産業を対象に､ 互いに性格の異なる２種類の企業間ネットワーク

の､ ネットワーク分析を行った｡ そしてその結果､ 各産業を特徴づける技術

が､ その産業のネットワーク構造に影響を与えうるという示唆を得た｡

次章以降の本論文の構成は次の通りである｡ 第Ⅱ章では､ 企業間ネットワ

ークの先行研究をレビューする｡ そして第Ⅲ章で本研究が技術の分類フレー

ムワークとして使用した技術レジームについて説明した後､ 第Ⅳ章と第Ⅴ章

で技術レジーム間､ そして性格の異なる企業間ネットワーク間のネットワー

ク構造の違いを検討する｡ 第Ⅵ章でネットワーク分析を行い､ 第Ⅶ章で分析
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結果について考察する｡

� 企業間ネットワークの研究

企業間ネットワークを産業間で比較した先行研究は多くはない｡ しかしそ

れら先行研究から､ 政策的要因や技術の性質､ およびその変化､ ナショナル

・イノベーション・システムを始めとする様々な要因が企業間ネットワーク

の発展に影響を及ぼしていることが示唆される｡ 例えば､ 企業間ネットワー

クの先駆け的研究である Hagedoorn and Schakenradd (1992) は､ 情報通信

産業分野における1,700の研究開発提携の結果形成された企業間ネットワー

クを解析した結果､ 1980年代に活発になった情報通信分野における企業間連

携を背景にネットワークの密度が増加していること､ そして市場リーダーが

ネットワークの発展において重要な役割を果たしていることを報告している｡

また1990年代前半の欧州連合の産官連携プログラムを分析した Peters et al.

(1998) は､ 材料科学分野と生命科学分野では､ ネットワークの規模や､ 中

核を占める組織､ あるいは参画している組織の性格等､ 様々な面で組織間ネ

ットワークの性質が異なっていることを指摘した上で､ 差異の原因は政府プ

ログラムの設計にあると結論づけている｡ 欧州の第四次フレームワーク・プ

ログラムの下で進められた研究開発ベンチャーのネットワークを分析した

Breschi and Cusmano (2004) は､ 少数の先導的立場にある企業がネットワー

クの中核的位置を占めていること､ そしてそれはそれら企業が繰り返しプロ

グラムに参画している事実と他の参画社がそのような企業との連携をする傾

向にある結果であることを報告している｡ またMadhavan et al. (1997) は､

鉄鋼産業における企業間ネットワークの1977年代後半から約四半世紀もの変

遷を分析し､ ネットワーク構造が企業パフォーマンスと産業の発達の両面に

おいて影響を与えていること､ そして鉄鋼産業を大きく変化させるような出

来事をきっかけとしてネットワークが進化することを報告している｡ 同時期

の製薬産業における共同研究開発に基づく企業間ネットワークの発展を分析

した Orsenigo et al. (2001) は､ ネットワーク構造の変化は､ 同産業におけ
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る技術変化への企業の適応を反映していること､ そしてネットワーク内の各

企業の位置の変化は少ないことを報告している｡ 1980年代後半から10年間の

データ通信産業における戦略的提携ネットワークを分析した Soh and

Roberts (2003) もまた､ 技術変化がネットワーク構造の変化を促している

と結論づけている｡

1990年代前半に提唱され､ イノベーション研究分野に広く受け入れられて

いる概念である ｢ナショナル・イノベーション・システム｣ (Freeman,

1997 ; Lundvall, 1992 ; Nelson, 1993 ; Edquist, 1997) によると､ 各国の制度や

地理的要因､ あるいは歴史的経緯が､ 各国のイノベーションの様相に影響し

ている｡ その一構成要素である企業の活動はこれらの要因の影響下にある｡

それゆえ､ 企業間ネットワークも同様に､ これらの要因の影響下にあること

が予測される｡ 実際､ 1970年代から1980年代の平面パネル・ディスプレイ産

業の欧州､ 日本､ 北米の三地域のネットワークの構造変化を分析した

Spencer (2003) は､ 制度的､ 地理的要因がネットワーク構造に影響を与え

ている可能性を指摘している｡ これら一連の研究から､ 政策的要因や技術特

性およびその変化､ あるいは各国の制度的要因を始めとする様々な要因が､

とりわけ各産業を特徴づける技術特性が組織間ネットワークの発展過程に影

響を及ぼしていることが考えられるが､ 技術特性そのものに着眼したネット

ワークに関する研究は限られている｡

産業間でイノベーションの様相が異なっていることは広く認知されている｡

産業間の差異をもたらす要因として､ 技術の使用機会や関連分野にも応用で

きる可能性､ あるいは､ 秘匿の可能性を始めとする､ 産業をとりまく環境の

諸要因が指摘されている｡ 社会ネットワークの観点からは､ 例えば､ 計算機

システムの基本ソフトウェアの一つである Unix OSにおける技術標準に関

する Axelrod et al. (1995) や米国シリコン・バレーとボストン近郊のルート

128の半導体産業､ コンピュータ産業の企業間の関係に関する Saxenain

(1994) といった事例研究を踏まえ､ Kogut (2000) は､ 個々の産業における

ネットワーク構造は､ 産業技術の特性によって決定されることを指摘してい
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る｡ Kogut (2000) の指摘を踏まえ本研究では､ 産業や技術の分類スキーム

としてMalerba and Orsenigo (1996)､ Breschi et al. (2000)､ Malerba (2002)

によって提唱された､ 技術レジーム (Technological Regimes of Schumpeter

Mark I and Mark II) に基づき､ 技術が企業間ネットワークに与える影響を

分析した｡

� 技術レジームMark IとMark II

技術レジームは次に挙げる４つの技術特性に着目し､ 産業を Schumpeter

Mark I (Mark I) と Schumpter Mark II (Mark II) に分類する分類スキームで

ある (Breschi et al, 2000)｡

技術機会 (Technological opportunities)

イノベーション活動への投入資源が実際にイノベーションとして結実す

る可能性である｡ 産業によって投入資源の限界的成果は異なっている｡

例えばハイテク産業の方が従来のローテク産業よりも技術機会が高いこ

とが報告されている (Von Tunzelmann and Acha, 2004)｡ 技術機会が高

い産業の方が､ イノベーションから得られる利潤への期待が大きく､ 企

業にとってはイノベーション活動に従事するインセンティブが強い｡

占有可能性 (Appropriability conditions)

特許や企業秘密､ ノウハウ等によりイノベーションを模倣されることを

防ぐ可能性である｡ 占有可能性が低いことはすなわち､ 情報の外部性

(Levin et al., 1987) からの影響が大きい環境であることを意味している｡

占有可能性が高い方が､ 企業にとっては研究開発活動に注力するインセ

ンティブが強い｡ しかしその一方で､ 他の組織がその技術進歩を享受す

る可能性が低くなる一面も有する｡

累積性 (Cumulativeness)

現在のイノベーション活動における､ 経験等を始めとするこれまでの蓄

積の重要性の度合いである｡ 累積性が高いということは､ イノベーショ
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ン活動の継続性が高いことを意味している｡ 企業は､ 将来に渡り特定の

技術において､ かつ特定の技術軌跡に沿ったイノベーション活動に従事

することになる｡

知識ベースの特性 (Property of knowledge base)

企業のイノベーション活動のもとである知識の性格である｡ 技術的知識

の間で､ その特定性や暗黙度､ 複雑性が異なっている (Winter, 1987)｡

例えば､ 技術を特徴づける様々な側面のうち､ Breschi et al. (2000) は､

般化知識の役割を重要視している｡

上述した４つの技術特性の組み合わせにより､ 次に述べるように技術レジー

ムが決定される｡

Mark I

Mark Iは高い技術機会､ 低い占有可能性､ 低い累積性､ そして般化知

識の役割の限定性に特徴づけられる技術レジームである｡ この技術レジ

ームを特徴づける市場参入の容易性と多数の企業によるイノベーション

活動､ イノベーションにおける中小企業の役割の重要性､ そして常に浸

食されつつある既存企業の技術優位性を踏まえ､ Malerbaらはこの技術

レジームを ｢創造的破壊 (creative destruction)｣ と呼んでいる｡ この技

術レジームにおけるイノベーション基盤は､ 常に拡張しつつある

(widening)｡

Mark II

Mark Iと対照的に､ Mark IIは低い技術機会､ 高い占有可能性､ 高い累

積性､ そして般化知識の役割の重要性に特徴づけられる技術レジームで

ある｡ この技術レジームを特徴づける大きな既存企業の存在､ イノベー

ション活動の集積度や累積度の高さ､ そして技術と市場の両面において

新規参入が困難さを踏まえ､ Malerbaらはこの技術レジームを ｢創造的

累積 (creative accumulation)｣ と呼んでいる｡ この技術レジームにおけ

るイノベーション基盤は常に深化しつつある (deepening)｡
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産業のMark IとMark IIへの分類

Breschi et al. (2000) は､ 欧州の特許データと､ 主要な製造企業の研究開

発マネージャへの調査を踏まえ､ 各種産業を Mark I､ Mark II､ そしてそれ

以外 (Mixed) に分類した｡ 例えば測定機器､ 産業機械､ 家庭向電気機器は

Mark Iに､ 自動車､ 化学､ 電子部品はMark IIに､ 創薬や航空機､ コンピュ

ータはMixedに分類されている｡

� 技術レジーム間の企業間ネットワークの差異

Mark I産業の企業間ネットワーク

Mark Iにおいて､ イノベーション環境は低い占有可能性と般化知識の限

定的な役割に特徴づけられている｡ このような環境では､ 企業を始めとする

諸組織は､ 比較的短い期間で提携パートナーから多くのことを学習すること

が可能である｡ また連携を止めた後でも特許等を通して元パートナーが有す

る技術・情報について学習することも可能である｡ すなわち､ 学習という観

点からは同一の提携・協業を長期間にわたり維持する必要は少ない｡ それゆ

え､ Mark Iの提携ではパートナーの変更が頻繁であり､ その結果､ 企業間

ネットワークも安定的でないことが予想される｡

Mark II産業の企業間ネットワーク

一方Mark IIにおいて､ イノベーション環境は高い累積性に特徴づけられ

る｡ このような環境では､ 企業を始めとする諸組織には､ 比較的長期間､ 提

携・協業関係を維持することが求められる｡ なぜなら､ 短期間の提携では提

携パートナーから学習することが困難だからである｡ すなわち一旦､ 提携が

成立すると､ その関係は長期間継続する｡ それゆえMark IIでは企業間ネッ

トワークは比較的安定であり､ 緩やかに変化することが予想される｡ また､

特定の企業を核としたネットワーク構造が形成されることが予想される｡ な

ぜならMark IIでは､ 大きな既存企業が技術知識のレポジトリ的役割を果た

しているが､ これら企業は､ 企業規模が大きいがゆえ､ 新興企業にとって様々
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な経営資源を提供する提携先としての役割を果たしていることが予想される

からである｡

� 技術提携ネットワークと RJVネットワーク間の差異

Inkpen and Tsang (2005) は､ ネットワーク・ダイナミクスはネットワー

クの種類 本研究においては例えば､ 通常の技術提携と共同研究開発を目

的とした提携 により異なることを指摘している｡ 本研究では､ 第Ⅵ章で

述べるように､ 技術を中心としつつも､ その性格が互いに異なっている２種

類の企業間ネットワークとして､ 技術提携ネットワークと RJVネットワー

クを分析している｡

技術提携ネットワークは､ 研究開発やライセンシング､ 製造等といった何

らかの技術的要素を含む提携を基に構築されている企業間ネットワークであ

る｡ 一方､ RJVネットワークは､ もっぱら研究開発を目的とする共同研究ベ

ンチャー (Research Joint Ventures, RJVs) を基に構築されている企業間ネ

ットワークである｡ いずれの企業間ネットワークも技術的要素を有するもの

の､ RJVネットワークの方が強い技術指向性を有している｡ 技術指向性の強

弱が技術提携ネットワークと RJVネットワークの間のネットワーク構造の

差異の理由となる可能性がある｡ 実際､ 提携の運営のあり方の決定要因を解

析した Gulati and Singh (1998) は､ 技術指向性が強い提携の方が階層的な運

営構造を持つ確率が高いことを報告している｡ その理由として､ 彼らは知識

を過不足無く記述するようなことは難しいため､ 提携を通して交換されたり

創出されたりした知識の占有可能性の問題を挙げている｡ これは知識パラド

ックス (Arrow, 1962) に通じるものである｡

本研究の分析対象である RJVと技術提携を比較すると､ Gulati and Singh

(1998) らによって指摘された問題は技術指向性が強い RJVにおいてより重

大である｡ それゆえ先述したような､ 企業間ネットワークが持ちうる特徴は､

RJVネットワークに顕著である可能性がある｡ この他 RJVネットワークを

特徴づけている他の要因として､ 反トラスト法からの保護もあるが､ この要
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因がネットワークに与える影響については､ 今後の研究課題である｡

探索ネットワークと活用ネットワーク

Nooteboom (2004) と Nooteboom and Gilsing (2004) によれば､ 企業間ネ

ットワークには､ ｢探索ネットワーク (network for exploration)｣ と､ ｢活用

ネットワーク (network for exploitation)｣ の２種類のモードがある｡ 探索ネ

ットワークは新技術・知識と､ それらに伴う不確実性に特徴づけられるネッ

トワークであり､ 活用ネットワークは優勢な技術デザインと､ 比較的小さな

不確実性と効率性に特徴づけられるネットワークである｡

これら２種類のネットワークの間の違いは明確である (Nooteboom, 2004)｡

具体的には探索ネットワークのネットワーク密度は高く､ 活用ネットワーク

は低い｡ 探索ネットワークの安定性は低く､ 活用ネットワークは高い｡ 本研

究においては､ RJVネットワークと技術提携ネットワークはそれぞれ､ 探索

ネットワークと活用ネットワークに対応している｡ それゆえ､ 探索―活用ネ

ットワークの観点からも､ RJVネットワークと技術提携ネットワークは､ い

ずれも技術的要素を有する企業間ネットワークであるという共通点を持ちつ

つも､ その特徴は互いに異なることが予想される｡

� ネットワーク分析

データ

本研究では､ 戦略的提携分野の研究で代表的なデータベースであるトムソ

ン・ファイナンシャル社の SDC Platinumと､ ジョージ・ワシントン大学国

際科学技術戦略センター (Center for International Science and Technology

Policy, CISTP) の NCRA-RJVデータベースに収集されている提携を対象に

分析を行った｡

SDC Platinumは米国証券取引委員会への企業の業績報告や新聞や業界紙､

雑誌等､ 公開情報を情報源として提携に関する情報を収集しているデータベ

ースである｡ 研究開発に加え､ マーケティングやライセンシング､ 製造等､
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様々な提携について､ 開始時期や提携名､ 提携目的､ 参画組織､ 産業分野等

の情報を記録している｡ 1985年から2004年の間に収集されている全提携数は

104,347である｡ 本研究では､ これら提携のうち､ 研究開発やライセンシン

グ､ 製造といった何らかの技術的要素を含む提携を対象に､ さらに他データ

ベースとの接合の結果残った提携を解析対象としている｡ ただし SDC

Platinumは中小企業に関する情報が少ない､ 初期のデータ収集の不備等の

問題が指摘されている (Anand and Khanna, 2000 ; Sampson, 2004)｡

一方､ NCRA-RJV は､ 1984年に制定された国家共同研究法 (National

Cooperative Research Act of 1984, NCRA) とその改正法である､ 1993年制定

の国家共同研究製造法 (National Cooperative Research and Production Act of

1993, NCRPA) の下､ 米国連邦広報に掲載された共同研究ベンチャー

(Research Joint Ventures, RJVs) について､ 開始時期や RJVの名称､ 目的､

参画組織とその変化､ 産業分野等の情報を記録している｡ 米国では､ 1960年

代中頃以降の経済成長や国際市場における米国の競争力の低下､ とりわけハ

イテク分野における競争力の低下に対する問題意識が1980年代に入り高まっ

た｡ そのような背景の下､ 1970年代後期の日本における半導体産業分野の共

同研究開発プロジェクトである超LSI技術研究組合の成功と､ 米国企業間の

協業をも阻害するような強い反トラスト政策への方策として制定されたのが

NCRAである (Vonortas, 1997 ; Link et al., 2002 ; Combs and Link, 2003)｡

NCRAでは､ 個々の RJVの行為の当不当の判断は合理の原則 (rule of rea-

son) に基づいており､ たとえ不当であったとしても､ RJV参画組織の責任

限度は実質の損害以下までと定められており､ 反トラスト法よりも緩い｡ た

だし NCRAの下で反トラスト法からの保護の対象となるには､ 予め､ RJV

の参画組織は RJVを構成する組織と目的を､ さらに変更があった場合はそ

の都度､ 変更を米国司法省に届け出る必要がある｡ 1985年から2000年の間に

米国司法省に届け出られた RJV数は847である｡ 図１に SDC Platinumに収

集された提携数と NCRAの下で登録された RJV数の推移を示す｡
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企業間ネットワークの構築

社会ネットワーク分析では､ 企業を始めとする組織はノードで表現される｡

もし､ ２組織が何らかの関係を有している場合 本研究では技術提携の関

係にあったり同じ RJVに参画している場合 ､ それら組織はリンクで結

ばれる｡ ネットワークは､ これらノードとリンクの集積である｡ ある企業が､

傘下の複数の子会社を通じて複数の提携に参画している場合は､ その企業が

参画しているものとしてネットワークを構築している｡ また､ ある企業が複

数の子会社を経由して同一の提携に参画している場合､ その企業が参加して

いるものとしている｡

企業間ネットワークの例

図２は､ 企業間の提携関係から企業間ネットワークを構築するプロセスを

示したものである｡ 図２の上部において､ R1､ R2､ ……は企業間提携であ

り､ 数字１～11は企業である｡ 例えば企業間提携 R1 には企業１～５が参画

している｡ また､ 企業７は２つの企業間提携 R2､ R4 に参画している｡ 図２

上部に示されるような企業間提携は､ 社会ネットワーク解析では､ 同図下部
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図１. SDC Platinumに収集された提携数と NCRAの下で登録された RJV数の
推移.
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に示されている企業間ネットワークとして表現される｡

分析指標

本研究では､ 社会ネットワーク分析で通常使用されている､ 次に挙げる指

標を用いて企業間ネットワークを分析した｡ これら指標の詳細な定義につい

ては例えば Wasserman and Faust (1994) 等を参照されたい｡ またネットワ

ークの分析にはMatlabを使用した｡

ノード数 (Number of nodes)

ネットワーク内に存在するノード (企業等の組織) の個数｡ ネットワー

クの規模の指標である｡

リンク数 (Number of links)

ネットワーク内に存在するリンク (ノード間の結びつき)｡ ノード数同

様､ ネットワークの規模の指標である｡
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図２. 企業間ネットワークの構築例.
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平均度数 (Average degree)

各ノードが有するリンク数の平均｡ ノード間の直接的なコミュニケーシ

ョンのレベルの指標である｡

ネットワーク密度 (Network density)

ネットワークに実存するリンク数をネットワーク内のノード間につなぎ

うる全てのリンク数で割った指標｡ ノード間のコミュニケーションの密

度を指標である｡ 例えば､ 同程度のノード数を有する２つのネットワー

クを比較した場合､ ネットワーク密度の高いネットワークの方が､ ノー

ド間のコミュニケーションが活発であると結論づけられる｡ 平均リンク

数とネットワーク密度は互いに関連している指標であるが､ いわば平均

リンク数がリンク数に影響を与える要因､ ネットワーク密度はノード数

に影響を与える要因をそれぞれ注視している違いがある｡

平均距離 (Average distance)

ネットワーク内の２つのノード間の距離は､ それらを間接的に結びつけ

ているノード間の最短 (最小) リンク数である｡ 平均距離は､ ネットワ

ーク内の全てのノードの組み合わせ間の距離の平均である｡ ネットワー

ク内のノードが直接､ あるいは間接に他のノードとコミュニケーション

できる容易さのレベルの指標である｡

ネットワーク媒介性 (Network betweenness)

ネットワークのリンクの､ 特定ノードへの集中度を示す指標｡ ノード間

の直接リンクが多ければ多いほど､ ネットワーク媒介性は小さい値とな

る｡ 逆にネットワーク媒介性が大きい場合､ ネットワーク内にハブ

特定のノードへのリンクの集中 が存在することを示唆している｡ そ

のようなハブは､ ネットワーク内の情報の流れを制御可能な有利性を有

していると判断されることがある｡ ネットワーク媒介性の計算には

Brandes (2001) のアルゴリズムを使用している｡
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分析対象期間及び時間ウィンドウ

本研究では1994年と1995年の２年を分析の対象とした｡ これら２年を分析

対象とした理由は､ SDC-Platinumと NCRA-RJVの両方が1994�5 年に､ 提携

数と RJV数のピークにあることである (図１)｡ 本研究の対象である技術レ

ジームが企業間ネットワークに与える影響を検証するためには､ できるだけ

多くの企業､ 組織が提携や RJVに参画している時期を分析対象とした方が

よく､ かつ時系列的変化の把握には､ 外部条件があまり変化していない近接

した２年を対象とした方がよい｡

また分析にあたり､ 時間ウインドウは､ 各年を中心とする前後２年､ 合計

５年に設定した｡ 例えば1994年のネットワークは､ 1992年から1996年に開始､

設立された提携や RJVに基づいて構築されたネットワークである｡ なお企

業間ネットワークの研究において､ 時間ウィンドウの選択に関する標準的な

アプローチは確立されていない｡ 例えば Soh and Roberts (2003) は､ データ

通信産業の分析にあたり４年間の時間ウィンドウを､ Ahuja (2000) は､ 化

学産業の分析にあたり２年間の時間ウィンドウを使用している｡ また

Bekkers et al. (2002) は､ ネットワークの構築に際し､ 時間ウィンドウを設

定する代わりに､ 調査時期の初年度から累積的にネットワークを構築してい

る｡ このように研究により時間ウィンドウの選択は異なっているが､ 本研究

では､ 企業提携の平均寿命が５年であることを報告している Kogut (1988)

を踏まえ､ 時間ウィンドウを５年に設定した｡

本研究が分析対象とする産業､ 及び企業間ネットワーク

本研究では､ Breschi et al. (2000) に従い､ Mark I､ Mark IIからそれぞれ

２つの産業､ 計４産業を分析対象として選択した｡ 具体的には､ 測定機器

(SIC 382) と産業機械 (SIC 354, 355, 356) をMark Iに分類される産業とし

て､ 自動車 (SIC 371) とプラスティック (SIC 282) をMark IIに分類され

る産業として選択した｡ そしてこれら４産業について､ それぞれ技術提携ネ

ットワークと RJVネットワークの２つの企業間ネットワークを､ すなわち

岡 村 浩一郎104



合計８つの企業間ネットワークの分析を行った｡

分析結果

分析の結果､ 得られたネットワーク指標の値を技術提携ネットワークと

RJVネットワークそれぞれについて表１から表４に示す｡ なおこれら表中に

は､ 先述したネットワーク指標に加え､ 技術提携数や RJV数､ メンバシッ

プ数も示している｡ 技術提携数 (技術提携ネットワーク)と､ RJV数 (RJV

ネットワーク) は､ それぞれ分析の対象となった技術提携､ RJVの数である｡

メンバシップ数は､ 技術提携や RJVに参画している延べ参画企業数である｡

先述したように､ ネットワーク構築の時点で､ ある企業が､ 傘下の複数の子

会社を通じて複数の提携に参画している場合､ あるいは複数の子会社を経由

して同一の提携に参画している場合､ その企業が参加しているものとみなし

ていることが､ 表中のノード数とメンバシップ数の間の乖離の理由である｡

表１～４の比較から､ 企業間ネットワークの構造は概ね予想通りであるこ

とがうかがわれる｡ 具体的には全体的な傾向として Mark Iに分類される産

業の企業間ネットワークよりもMark IIに分類される産業の企業間ネットワ

ークの方が安定的である｡ ただしネットワーク媒介性については､ RJVネッ

トワークの値が Mark Iと Mark IIの産業で交差している等､ これら技術レ

ジーム間の差異は､ 他の指標と比較して明確ではない｡ また技術提携ネット
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表１. 技術提携ネットワークのネットワーク指標 (1994).

ネットワーク指標
Mark I Mark II

測定機器 産業機械 自動車 プラスティック

ノード数 137 108 98 85
リンク数 140 115 161 129
技術提携数 104 82 167 142
メンバシップ数 220 178 354 291
ネットワーク密度 0.015 0.020 0.034 0.036
平均度数 2.044 2.130 3.286 3.035
平均距離 3.524 5.569 3.483 3.275
ネットワーク媒介性 0.037 0.132 0.259 0.148
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表２. 技術提携ネットワークのネットワーク指標 (1995).

ネットワーク指標
Mark I Mark II

測定機器 産業機械 自動車 プラスティック

ノード数 137 110 104 83
リンク数 137 114 172 126
技術提携数 102 80 181 141
メンバシップ数 214 174 383 289
ネットワーク密度 0.015 0.019 0.032 0.037
平均度数 2.000 2.073 3.308 3.036
平均距離 4.310 5.184 3.427 3.406
ネットワーク媒介性 0.076 0.110 0.228 0.160

表３. RJVネットワークのネットワーク指標 (1994).

ネットワーク指標
Mark I Mark II

測定機器 産業機械 自動車 プラスティック

ノード数 ,144 , 237 112 , 72
リンク数 3,152 8,008 744 1,268
RJV数 , 15 ,19 42 ,7
メンバシップ数 ,169 ,327 235 ,97
ネットワーク密度 0.306 0.286 0.120 0.496
平均度数 43.778 67.578 13.286 35.222
平均距離 1.311 1.888 1.746 1.460
ネットワーク媒介性 0.029 0.203 0.111 0.143

表４. RJVネットワークのネットワーク指標 (1995).

ネットワーク指標
Mark I Mark II

測定機器 産業機械 自動車 プラスティック

ノード数 ,161 ,239 112 ,74
リンク数 4,500 8,020 744 1,410
RJV数 ,15 ,20 45 ,6
メンバシップ数 ,187 , 328 244 ,96
ネットワーク密度 0.349 0.282 0.120 0.522
平均度数 55.901 67.113 13.286 38.108
平均距離 1.502 1.986 1.746 1.433
ネットワーク媒介性 0.143 0.157 0.111 0.114



ワークと RJVネットワークの比較においても Nooteboom (2004) の指摘通り

であることがうかがわれる｡

� 結び

分析結果から技術レジームが企業間ネットワークのネットワーク構造に影

響を与えることが示唆された｡ すなわち個々の産業を特徴づけている技術特

性が､ 企業のイノベーション活動に影響を与え､ それは企業間ネットワーク

のネットワーク構造に反映されていることが明らかになった｡ 本研究は探索

的研究であるが､ その結果は技術とネットワークの関係についてさらに研究

を進める余地があることを示唆している｡ 従来のネットワーク研究が１産業

のみ､ あるいは１種類のネットワークのみを分析対象としていることと対照

的に､ 本研究では､ ２つの技術レジームに分類される計４つの産業について､

それぞれ技術提携ネットワークと RJVネットワークという性格の異なる２

種類の企業間ネットワークを解析した｡ 今後さらに技術とネットワークの関

係を解明していくには､ 本研究のような､ 包括的な分析が必要であると考え

られる｡

本研究からは各産業の技術特性が企業間ネットワークのネットワーク構造

に影響を与えていることが明らかになったが､ これは政策のあり方にも示唆

を与えるものである｡ 政策は､ 特定の産業を対象とした産業政策でない限り､

全ての産業に一様に適用される｡ しかし個々の産業により､ 政策の影響は異

なる可能性がある｡ なぜなら産業間でイノベーションの様相は異なっている

からである｡ 例えば､ 知的財産権の強化を目的とした特許制度の変更は､ 創

薬産業やバイオテクノロジー等の産業の研究開発活動には正の効果をもたら

す一方で､ 情報通信産業や自動車産業等の産業には負の効果をもたらす可能

性がある｡ 前者のような産業においては限られた数の発明が製品開発に重要

な役割を果たしているのに対し､ 後者のような産業では､ 多数の発明の組み

合わせが製品開発に不可欠だからである (Kash and Rycroft, 1993)｡ すなわ

ち､ 政策と産業技術の影響の相乗効果により､ 政策が産業レベルの企業間ネ
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ットワークに意図しない影響を与える可能性があるのである｡ 実際､ 企業間

ネットワークに影響を与えうる要因は技術特性だけではない｡ 例えば Peters

et al. (1998) や Breschi and Cusmano (2004) は､ 政府プログラムの設計が

ネットワーク構造に影響を与えていることを報告している｡ すなわち､ 政策

の検討､ 施行においては､ 一見技術的に中立と思われる政策であっても､ 個々

の政策が個々の産業に与える影響について考慮の必要があるのである｡

本研究では分析のフレームワークとして Malerba and Orsenigo (1996)､

Breschi et al. (2000)､ Malerba (2002) によって提唱された技術レジームに

基づき､ 技術が企業間ネットワークに与える影響を分析した｡ 技術レジーム

は､ 技術特性や企業間の関係等を踏まえ産業を分類する枠組みの一つである｡

他にも技術の複雑性に着目した単純技術－複雑技術という二分類法 (Kash

and Rycroft, 1993) や技術ユーザーと供給者との関係に着目した分類法

(Pavitt, 1984, 1994)､ あるいは技術面での参入障壁に着目した分類方法

(Marsili, 2001) 等の分類スキームが提唱されている｡ 今後の研究の方向性

として例えば､ これら分類スキームに沿って企業間ネットワークを分析し､

ネットワーク分析の観点から､ 各分類スキームを検証する可能性があるであ

ろう｡

（筆者は関西学院大学商学部准教授）
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